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刻化している。例えば、北朝鮮の 3回目の核実験 (2013 年 2 月 12 日) や
度重なる人工衛星の打ち上げと称する弾道ミサイル発射実験 (2012 年 4
月 13 日及び 12 月 12 日
( 1 )
)、2012 年 9 月 11 日の日本政府による尖閣諸島の
( 1 ) その後、北朝鮮は、第 4回 (2016 年 1 月 6 日)、第 5回 (2016 年 9 月 9 日) の核実験を
行った。ミサイル実験も 6 回 (2013 年)、19 回 (2014 年)、15 回 (2015 年)、24 回 (2016
年) と、近年急増している。Cf., Daniel Brown and Mike Nudelman, “Here are all the
missile tests conducted by North Korea since 1984,” Business Insider, Jul. 10, 2017, http :
//www.businessinsider.com/missile-tests-north-korea-2017-5






海軍化 (例えば、2012 年 9 月 25 日の中国初の空母「遼寧」就役)、並び
にクリミア半島の武力編入 (2014 年 3 月 18 日) にみられるロシアの力に
よる現状変更等が、指摘できる。加えて、科学技術やグローバリゼーショ
ンの進展による国際テロ (例えば、2014 年 6 月 29 日のイスラム過激派組
織『イスラム国』の国家樹立宣言) やサイバー攻撃の脅威が世界中に拡
散・蔓延している。









づき、2015 年 5 月 14 日に自衛隊法を含む 10 本の法改正案を束ねた平和
安全法制整備法案と国際平和支援法案の 2法案を閣議決定し、当該法案を
翌 15 日に第 189 回国会に提出した。同法案は、安保関連の法案審議の中
で最長となる約 216時間の国会審議を経て、同年 9 月 19 日に参議院本会






( 2 ) 尖閣諸島取得以降の中国公船による領海侵入状況は、20件 (2012 年)、52件 (2013 年)、
32件 (2014 年)、35件 (2015 年)、36件 (2016 年) と、中国公船の頻繁な領海侵入が常
態化している。参照、海上保安庁『海上保安レポート 2017』2017 年 5 月 16頁。
( 3 ) www.kantei.go.jp/jp/singi/anzenhosyou2/dai7/houkoku.pdf







1954 年 6 月 9 日に、自衛隊法が公布され、同年 7 月 1 日に陸・海・空
自衛隊 (Ground, Maritime, and Air Self-Defense Forces) が発足した。そ

















( 5 ) 『第 189 回国会 参議院外交防衛委員会会議録第 5号 平成 27 年 4 月 2 日』9頁。
( 6 ) 芦部信喜・高橋和之『憲法 第 6版』岩波書店 2015 年 61頁。警察と軍隊の相違につい
て、奥平穣治「軍の行動に関する法規の規定のあり方」『防衛研究所紀要』10 巻 2 号 2007
年 12 月 69-75頁参照。
( 7 ) 国際社会では、国境警備隊や沿岸警備隊といった準軍事的 (paramilitary) 機関が、軍
隊と警察との間に存在する場合が多くみられる。当該機関は、平時では警察力として、戦
時では軍隊に編入されて軍事力として運用される。1977 年のジュネーブ諸条約第 1追加議
定書 (以下、第 1追加議定書と略す) 43条 3項は、武力紛争時における準軍事的機関の軍
隊編入についての通報義務を規定する。ちなみに、海上保安庁 (Japan Coast Guard, JCG)
が日本の準軍事機関として見做されている。Cf. The International Institute for Strategic
























国際法上、軍隊 (armed forces) とは、「部下の行動について当該紛争
当事者に対して責任を負う司令部の下にある組織され及び武装したすべて
の兵力、集団及び部隊から成る」と定義される (1977 年のジュネーヴ諸
条約第 1追加議定書 43条 1項)。そして、「紛争当事者の軍隊の構成員は、
戦闘員 (combatants) であり、すなわち、敵対行為に直接参加する権利
を有する」(同 43条 2項)。換言すれば、戦闘員は、戦時において敵国戦
( 8 ) 軍事戦略として、兵力を集中させて一気呵成に敵を打倒する方法が最良とされる。クラ
ウゼヴィッツ・篠田英雄訳『戦争論 上』岩波文庫 1968 年 310頁。













されているもの」と定義される (1982 年の海洋法条約 29条)。軍用航空
























(11) 野中・中村・高橋・高見『憲法 I (第 5版)』有斐閣 2012 年 174頁。
(12) 芦部・高橋『前掲書』62-63頁。



























(14) 『内閣衆質 93 第 6 号答弁書』昭和 55 年 10 月 28 日。
(15) 柳井政府委員答弁『第 119 回国会衆議院国際連合平和協力に関する特別委員会議録第 3
号』平成 2 年 10 月 25 日 44頁。
(16) 石井政府参考人答弁『第 186 回国会参議院外交防衛委員会会議録』平成 26 年 6 月 10 日
5頁。




目的 一般的解釈 日本政府の解釈 位置付けの解釈変更 (私案)
国家防衛 軍隊・戦力
軍隊・戦力 通常の軍隊
自衛力 (自衛隊)≠軍隊・戦力 特殊な軍隊 (=自衛隊)



































































(20) 重要影響事態法 3条 1項 2、国際平和支援法 3条 1項 2。
(21) 重要影響事態法別表第 1、国際平和支援法別表第 2。
















あってはならない」(重要影響事態法 2条 2項) し、「現に戦闘行為が行わ




















(24) 民主党、公明党、日本共産党議員の質疑『第 189 回国会衆議院会議録第 28 号』平成 27
年 5 月 26 日 9、15、18頁。
(25) 小池議員の質疑『第 189 回国会参議院我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別
委員会会議録第 4号』2015 年 7 月 29 日 18-19頁。
(26) 同様に、国際平和支援法 2条 2項、3項。
(27) 内閣官房・内閣法制局「他国の武力の行使との一体化の回避について」(平成 27 年 6 月
9 日付)『平成 29 年版 防衛ハンドブック』2017 年 675頁。
(28) 重要影響事態法 11条 1項、国際平和支援法 11条 1項。






















図 2 が示すように、日本の法解釈に関連して、次の 2つの事例が想定さ
れる。第 1 に、A国と B 国が交戦し、日本が B 国を後方 (協力) 支援活
動するという事例 (事例 1) である。この場合、日本は、当該軍事活動が
武力行使に該当せず、自らを交戦国ではなく第三国であると位置付ける。
他方、日本の支援対象国 (B 国) と交戦中の A国は、中立法の観点から、
日本を中立国ではなく共同交戦国であると解釈して、その軍事支援の阻止
のために日本を武力攻撃する蓋然性は高い。国際法上、日本の法解釈が正
(30) 東郷政府委員答弁『第 145 回国会参議院日米防衛協力のための指針に関する特別委員会
会議録第 9号 (その 1)』平成 11 年 5 月 20 日 25頁。
(31) 1922 年の空戦規則 16条は、交戦国が直接使用するために軍事情報を交戦国の民間機が
飛行中に伝達することを敵対行為 (hostilities) として禁止している。
(32) 1907 年の海戦中立条約 6条「中立国ハ、如何ナル名義ヲ以テスルヲ問ハス、交戦国ニ
対シ直接又ハ間接ニ軍艦、弾薬又は一切ノ軍用材料ヲ交付スルコトヲ得ス。」Michael
Bothe, “The Law of Neutrality.” in Dieter Flick ed., The Handbook of International




『国際法学講義』有斐閣 2008 年 649-650頁。
(33) Christopher Greenwood, “Scope of Application of Humanitarian Law,” in Dieter Flick










第 2 に、日本が A国と交戦中に、B国が A国を軍事支援するという事
例 (事例 2) が想定される。中谷防衛大臣は、日本は A国への B 国の軍










び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会会議録第 8号』平成 27 年 8 月 5 日 18頁。
































年 7 月 31 日法律第 265 号) 76条 (武器庫等の防護のための武器の使用)
にあり、本来、国内の基地内にある武器・弾薬・火薬庫を防護するために
保安官又は警備官による武器使用を認めるものであった。自衛隊成立後も、
(36) 『内閣参質 189 第 302 号答弁書』平成 27 年 9 月 29 日。
(37) 『平成 28 年版防衛白書』235頁。





























―自衛隊の武器逃亡後との比較の観点から―」『立法と調査』378 号 2016 年 7 月 113-
114頁。
(40) 『第 189 回国会参議院我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会会議録第
6号』平成 27 年 8 月 3 日 27頁。「今般の自衛隊法改正案第 95条の 2による武器の使用が、
現行の自衛隊法 95条に係る 1999 年の政府見解に反していないとする理由についての政府
統一見解 (平成 27 年 7 月 10 日)」『立法と調査』372 号 2015 年 12 月 79頁。
(41) 『第 189 回国会参議院我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会会議録第
16 号』平成 27 年 9 月 4 日 7-8頁。
↗
(42) 『第 157 回国家衆議院 (臨時会) 質問第 5 号』平成 15 年 9 月 26 日及び『内閣衆質答弁
書 157 第 5 号』平成 15 年 10 月 10 日。当時、米艦防護の国内法上根拠がないために、海
上自衛隊は、苦肉の策として防衛庁設置法 5条 18 号「所掌事務の遂行に必要な調査及び













































員会議録第 18 号』昭和 58 年 3 月 8 日 18頁。
(44) 安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会『報告書』2014 年 5 月 15 日 23頁。
(45) 本概念は、「武力攻撃に至らない状況において、部隊司令官の判断で部隊等へ外部から
の侵害に対し防護のための措置をとること (岸田外相発言)」と説明された。『第 186 回国
会参議院外交防衛委員会会議録第 19 号』平成 26 年 5 月 29 日 22頁。
(46) 『内閣参質答弁書 189 第 228 号』平成 27 年 8 月 11 日、『内閣参質答弁書 189 第 250 号』
平成 27 年 8 月 28 日、『内閣参質答弁書 189 第 274 号』平成 27 年 9 月 15 日。
(47) International Institute of Humanitarian Law, Sanremo Handbook on Rules of Engage-
ment, 2009.
(48) 国家的自衛の 1形態と位置付ける説 (国家的自衛説)、個人の正当防衛権に基礎付ける
説 (個人的自衛説) 及び部隊に固有の権利とする説 (部隊防衛説) が対立している。和仁
健太郎「国際法における“unit self-defense”の法的性質と意義」『阪大法学』65 巻 1 号
2015 年 5 月 38-51頁。
(49) 和仁前掲論文 65-71 頁。Hans F. R. Boddens Hosang, “Force Protection, Unit Self-
Defence, and Extended Self-Defence”, in Terry D. Gili and Dieter Fleck ed., The Handbook
of the International Law of Military Operations, 2010, pp. 420-424.










戦規則 (Standing Rules of Engagement, SROE) 2000 年版
(52)
」は、自衛を国
家的自衛 (national self-defense)、集団的自衛 (collective self-defense)、




















(51) Sanremo Handbook, p. 3.
(52) CJCSI 3121. 01A, 15 January 2000, in Josef B. Berger III, Derek Grimes and Eric T.
Jensen ed., Operational Law Handbook 2004, p. 84.
(53) CJCSI 3121.01B, 13 June 2005, in Operational Law Handbook 2015, pp. 96-97.
(54) 等雄一郎「ユニット・セルフディフェンスから見た新安保法制の論点 ―米軍等武器逃


























































掲論文」26-27 頁。武器使用の第 4 条件は、相手を攻撃した後にすぐさま退避する戦法
(一撃離脱戦法、Hit-and-Run Tactics) に対処できないことになる。
(56) 『朝雲』2017 年 5 月 11 日 1面、『海上自衛新聞』2017 年 5 月 12 日 4面。なお、防衛省
は、個別具体的な武器防護の状況を公表しないとの政策上の判断から、当該活動を「米艦
防護」ではなく、「共同訓練」として公表した。
(57) 参照、国家安全保障会議決定「自衛隊法第 95条の 2 の運用に関する指針」平成 28 年


















図 2 の事例 1のように、自衛隊が兵站業務を実施している場合、交戦国
















会議録第 18 号 (その 1)』平成 27 年 7 月 8 日 10頁。
(60) 『第 189 回国会衆議院我が国及び国際社会の平和安全法制に関する特別委員会議録第 16










































(61) 参照、『内閣参質 155 第 2 号答弁書』平成 14 年 12 月 6 日。テロ対策特措法でも PKO
協力法でも自衛官の諸活動が戦闘地域で実施されないので、自衛官が捕虜となる事態が想
定されていないという。
(62) Jean S. Pictet ed., Commentary on the Third Geneva Conventions of 12 August 1949,












競り合いですら国際武力紛争を誘発させ (par. 237)、軍隊構成員 1 人が
捕獲されただけで武力紛争の適用を惹起する国際武力紛争が発生したとみ















(63) Tristan Ferraro and Lindsey Cameron, “Article 2 : Application of the Convention,” in
International Committee of the Red Cross, Commentary on the First Geneva Convention,
2016, pp. 79-88.
(64) 例えば、International Law Association, Committee on the Use of Force, Final Report on




































(65) 平成 16 年 6 月 18 日法律第 117 号。
(66) 閣議決定 (注 4) 参照。
↗
(67) 周辺事態法 (1999 年) を重要影響事態法に改正し、対テロ特措法 (2007 年)・イラク復

































(68) 内閣官房「自衛官のリスクについての政府見解 (平成 27 年 7 月 8 日)『立法と調査』
2015 年 12 月 372 号 76頁。
22 (538)























(70) 第 1追加議定書 50条。ある者が文民か軍隊構成員か否かについて疑義のある場合、文
民推定が働く。































(72) 中国の軍事作戦の中に、三戦 (輿論戦、心理戦、法律戦) がある。法律戦とは、国際法
や国内法を援用することで、自軍の軍事活動の合法性を確保し、敵の違法性を指摘し、そ
して、自軍に有利な状況を作り出す活動をいう。防衛省防衛研究所『中国安全保障レポー

































若しくは航空隊に対する攻撃」「侵略の定義」3 条 d、国連総会決議 (A/RES/3314, 14































































＊本論考は、2016 年 4 月 22 日の自衛隊を活かす：21世紀の憲法と防衛
を考える会主催のシンポジウム「『戦場における自衛官の法的地位』
(76) 朝日新聞による 2015 年 6 月のアンケートによれば、憲法学者 122 人中、違憲又は違憲






法の狭間で――」を全面的に加筆・修正したものであり (http : //
kenpou-jieitai.jp/symposium_20160422.html)、科学研究費『基盤研究
(B) (特設分野研究)「科学技術革新と武力紛争形態の変容」(平成 27
年度〜29 年度) 及び京都産業大学総合学術研究所 (特定課題研究：
戦略的領域創発)「革新的技術の国際法政治経済への影響の分析」(平
成 28 年度〜30 年度) の助成による成果の一部である。
28 (544)
